※本テンプレートは建物賃貸借契約解約合意書(賃貸人・賃借人の合意による賃貸借契約の終了書面)を主構成としています。民法第540条以下の合意解除に基づき、賃貸借終了時の解約日・違約金・敷金返還・原状回復・引渡し・残置物等の清算条件を一元的に取り決める書面です。汎用版+7用途別バリアント(違約金減額/違約金全額免除/賃貸人都合解約/賃借人都合解約/賃料滞納合意解約/居住用/事業用)を備えています。民法第621条(原状回復義務)・第622条の2(敷金)および国土交通省「原状回復をめぐるトラブルとガイドライン」に完全対応し、通常損耗・経年劣化は賃貸人負担を契約書条項として明示しています。過度に高額な違約金は民法第90条公序良俗違反として無効リスクがあるため、合理的範囲での協議を推奨します。解約合意書は印紙税法上の各号文書に該当しないため不課税ですが、電子契約での締結により、後の紛争予防のためのタイムスタンプ・証拠力強化が実現できます。

建物賃貸借契約解約合意書
甲の氏名または正式名称と乙の氏名または正式名称とは、甲乙間で[YYYY年MM月DD日]付けで締結した建物賃貸借契約(以下「原契約」という。)を、甲乙双方の合意により解約することに関し、民法、借地借家法その他関係法令に基づき、次のとおり合意する(以下「本合意書」という。)。

第1条(原契約・対象物件の特定)
1. 原契約の概要は次のとおりとする。
	項目
	内容

	原契約締結日
	[YYYY年MM月DD日]

	原契約名
	建物賃貸借契約書

	賃貸借期間
	[YYYY年MM月DD日]から[YYYY年MM月DD日]まで

	賃料(月額)
	金[金額]円(消費税別)

	敷金
	金[金額]円

	契約類型
	☐ 普通建物賃貸借 ☐ 定期建物賃貸借 ☐ その他


1. 本合意書の対象物件(以下「本物件」という。)は次のとおりとする。
	項目
	内容

	所在地
	[物件所在地]

	建物名称
	[建物名称]

	部屋番号
	[部屋番号]

	専有面積
	[○○]㎡

	用途
	☐ 居住用 ☐ 事業用 ☐ その他


第2条(解約日・物件引渡し日)
1. 甲および乙は、原契約を[YYYY年MM月DD日](以下「解約日」という。)をもって合意解約することに合意する。
1. 乙は、解約日までに本物件を退去し、甲に対し本物件を引き渡すものとする(以下「引渡し」という。引渡し日を「引渡し日」という。)。
1. 引渡し時には、甲乙双方の立会いの上、物件の状態を確認する(以下「立会い検査」という。)。
1. 立会い検査の日時・場所:
· 日時:[YYYY年MM月DD日 ○○時]
· 場所:本物件
· 立会者:甲(または甲の代理人)・乙(または乙の代理人)
第3条(違約金の取扱い)
(該当するパターンを選択してください)
【パターンA:契約書通り・違約金発生】
1. 乙は、原契約第○条の中途解約条項に基づき、賃料[2]か月分相当額の違約金として、金[金額]円を甲に支払うものとする。
1. 違約金の支払は、解約日までに、甲の指定する銀行口座への振込により行う。
1. 振込手数料は乙の負担とする。
【パターンB:違約金減額】
1. 乙は、原契約第○条の中途解約条項に基づき、賃料[2]か月分相当額の違約金支払義務を負っている(本来の違約金:金[金額]円)。
1. 甲乙協議の結果、上記違約金を金[減額後金額]円(賃料[1]か月分相当額)に減額することに合意する。
1. 減額後の違約金の支払は、解約日までに、甲の指定する銀行口座への振込により行う。
1. 振込手数料は乙の負担とする。
【パターンC:違約金全額免除】
1. 甲は、原契約第○条の中途解約条項に基づく違約金請求権を全額免除する。
1. 本免除は、本合意書の他の履行条件(原状回復・引渡し等)を乙が遵守することを条件とする。
1. 乙が本合意書の履行条件に違反した場合、甲は本免除を撤回し、違約金請求権を行使することができる。
第4条(敷金の精算)
1. 乙が甲に預託した敷金金[金額]円について、本合意書に基づく解約完了時に次のとおり精算する(民法第622条の2)。
敷金精算表
	項目
	金額(円)

	預託敷金
	[金額]円

	控除項目1:未払賃料(該当時)
	△[金額]円

	控除項目2:原状回復費用(該当時・第5条参照)
	△[金額]円

	控除項目3:水道光熱費等清算金(該当時・第8条参照)
	△[金額]円

	控除項目4:その他(該当時)
	△[金額]円

	返還額(乙へ返還)
	[金額]円


1. 甲は、上記返還額を、引渡し完了日から[7]日以内に、乙の指定する銀行口座への振込により返還する。
1. 振込手数料は甲の負担とする。
1. 控除項目の根拠資料(原状回復費用見積書・水道光熱費請求書等)を、甲は乙の請求があるときは速やかに提示する。
1. 甲が前項の返還を遅延した場合、甲は乙に対し、遅延額に対し年[3]%の遅延損害金を支払う。
第5条(原状回復・国土交通省ガイドライン準拠)
1. 乙は、解約日までに、本物件を原状回復して甲に引き渡す義務を負う。ただし、通常損耗および経年劣化は乙の原状回復義務の範囲外とする(民法第621条)。
1. 原状回復の範囲は、国土交通省「原状回復をめぐるトラブルとガイドライン」に準拠する。
1. 通常損耗・経年劣化に該当する修繕(壁紙の自然色あせ・畳の自然摩耗・床材の経年劣化等)は、甲の負担とする。
1. 乙の故意・過失による損傷(タバコのヤニ・落書き・ペットによる傷等)は、乙の負担とする。
1. 原状回復費用の見積り・確定は、別紙「原状回復費用明細書」のとおりとする。
1. 乙は、原状回復費用を、第4条の敷金から控除することに同意する(敷金不足の場合、乙が追加負担)。
第6条(鍵の返却)
1. 乙は、引渡し日までに、甲から預かった鍵を全本数(合計[○]本)、甲に返却する。
1. 鍵には、玄関扉鍵、共用部分鍵(郵便受け・宅配ボックス・駐車場ゲート等)を含む。
1. 乙が鍵を紛失した場合、鍵交換費用(金[金額]円程度)を乙が負担する。
1. 鍵交換費用は、第4条の敷金から控除することができる。
第7条(残置物の取扱い)
(該当するパターンを選択してください)
【パターンA:すべて撤去】
1. 乙は、引渡し日までに、本物件内に残置した一切の物品(以下「残置物」という。)を撤去する。
1. 解約日後に乙が残置した物品がある場合、乙はその所有権を放棄したものとみなし、甲は自由に処分することができる。残置物の処分費用は乙の負担とする(原状回復費用とは別途請求)。
【パターンB:一部残置・所有権放棄】
1. 乙は、引渡し日までに、本物件内の動産類のうち、別紙「残置物リスト」記載の物品を除き、すべて撤去する。
1. 別紙「残置物リスト」記載の物品については、乙はその所有権を放棄し、甲は自由に処分または使用することができる。
1. 残置物の処分・使用に係る費用および責任は、甲が負担する。
【パターンC:残置物の譲渡】
1. 乙は、本物件内の動産類のうち、別紙「譲渡物リスト」記載の物品を、本合意書の締結をもって甲に譲渡する。
1. 譲渡物の所有権は、引渡し日に乙から甲に移転する。
1. 譲渡物の対価は無償とする(または「対価金[金額]円」とする)。
第8条(清算金)
1. 解約日時点の清算金は、次のとおりとする。
	項目
	金額(円)
	備考

	解約日までの未払賃料
	[金額]円
	(該当時)

	解約月の賃料(日割計算)
	[金額]円
	解約日が月途中の場合

	共益費・管理費
	[金額]円
	

	水道光熱費(乙負担分)
	[金額]円
	(該当時)

	駐車場代
	[金額]円
	(該当時)

	その他清算金
	[金額]円
	(該当時)

	乙の支払総額
	[金額]円
	


1. 乙は、上記清算金を、解約日までに、甲の指定する銀行口座への振込により支払う。
1. 乙が水道・電気・ガス等の使用契約の解約手続を行い、解約日までに完了する。
1. 解約後に乙宛の郵便物等が本物件に届いた場合、甲は乙の新住所(乙が事前に通知する)に転送する(または乙の責任で郵便局に転居届を提出する)。
第9条(清算終了の合意・債権債務不存在の確認)
1. 甲および乙は、本合意書に定める各条項を履行することにより、原契約に基づくすべての権利義務関係が清算完了することを確認する。
1. 本合意書の履行完了後、甲および乙は、原契約および本物件の賃貸借に関し、本合意書に定める他、相互に何ら債権債務関係が存在しないことを確認する。
1. 第1項・第2項の確認は、本合意書の履行(違約金支払・敷金返還・引渡し等)が完全に完了した時点で効力を生じる。
第10条(秘密保持・反社条項・合意管轄・準拠法・協議事項)
1. 甲および乙は、本合意書の内容および本合意書に関連する一切の情報(以下「本件情報」という。)を、相手方の事前の書面または電磁的方法による承諾なく、第三者に開示・漏洩してはならない。ただし、法令上の開示義務に基づく場合、税務処理上必要な場合等は除く。
1. 甲および乙は、自己および自己の関係者が、暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標榜ゴロ、特殊知能暴力集団等その他これらに準ずる者(反社会的勢力)に該当しないこと、および反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有しないことを表明し、保証する。
1. 甲または乙が前項に違反した場合、相手方は、本合意書を解除し、原契約の権利関係に戻すことができる。
1. 本合意書に関して生じた紛争については、本物件の所在地を管轄する地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
1. 本合意書は、日本法を準拠法とする。
1. 本合意書に定めのない事項または本合意書の解釈に疑義が生じた事項については、民法・借地借家法・国土交通省ガイドラインを踏まえ、甲乙誠意をもって協議の上、これを解決するものとする。
末尾署名欄
本合意書の成立を証するため、本書2通を作成し、甲乙記名押印または電子署名の上、各自1通を保有する。
(電子契約により締結する場合は、本項を「本合意書の成立を証するため、本書を電磁的記録として作成し、甲乙電子署名の上、各自その電磁的記録を保管する。」に置き換えてください。解約合意書は印紙税不要です。)
[YYYY年MM月DD日]
(甲・賃貸人) 住所:[甲の住所] 氏名/名称:[甲の氏名または正式名称] (法人の場合)代表者:[代表者役職・氏名] 印
(乙・賃借人) 住所:[乙の現住所] 退去後の新住所:乙の退去後新住所 氏名/名称:[乙の氏名または正式名称] (法人の場合)代表者:[代表者役職・氏名] 印 連絡先:[電話番号・メールアドレス]

別紙1「原状回復費用明細書」(雛形)
1. 原状回復項目の負担区分
	No
	項目
	場所
	内容
	負担者
	費用(円)

	1
	壁紙張替
	リビング
	全面張替
	☐甲 ☐乙
	[金額]

	2
	フローリング補修
	リビング
	傷修繕
	☐甲 ☐乙
	[金額]

	3
	畳替え
	和室
	全面
	☐甲 ☐乙
	[金額]

	4
	エアコンクリーニング
	リビング
	室内機・室外機
	☐甲 ☐乙
	[金額]

	5
	ハウスクリーニング
	全室
	入居者退去後の清掃
	☐甲 ☐乙
	[金額]

	6
	設備修繕
	該当箇所
	故障・破損
	☐甲 ☐乙
	[金額]

	7
	その他
	-
	-
	☐甲 ☐乙
	[金額]

	合計
	
	
	
	
	[金額]円


2. 負担区分の判定基準
	区分
	負担者
	例

	通常損耗
	甲(賃貸人)
	壁紙の日焼け、家具の設置跡、エアコン設置による壁穴等

	経年劣化
	甲
	設備の自然劣化、フローリングの色あせ等

	賃借人の故意・過失
	乙(賃借人)
	タバコのヤニ、ペットによる傷、子供の落書き等

	善管注意義務違反
	乙
	結露の放置によるカビ、水漏れの放置等


(国土交通省「原状回復をめぐるトラブルとガイドライン」準拠)
3. 賃借人(乙)の負担総額
乙の原状回復費用負担額:金[金額]円
(本金額は、第4条の敷金から控除する。敷金不足の場合、乙が追加負担する。)

別紙2「残置物リスト」(該当時)
(第7条パターンBまたはCを採用する場合に使用)
	No
	物品名
	数量
	状態
	取扱い

	1
	エアコン
	1台
	良好
	☐ 撤去 ☐ 所有権放棄 ☐ 譲渡

	2
	照明器具
	5個
	良好
	☐ 撤去 ☐ 所有権放棄 ☐ 譲渡

	3
	カーテン
	6枚
	中古
	☐ 撤去 ☐ 所有権放棄 ☐ 譲渡

	4
	棚・収納
	3個
	中古
	☐ 撤去 ☐ 所有権放棄 ☐ 譲渡

	5
	その他
	-
	-
	☐ 撤去 ☐ 所有権放棄 ☐ 譲渡



印紙税に関する注記
建物賃貸借契約解約合意書は、印紙税法上の課税文書に該当しません(不課税)。解約合意書は、原契約(賃貸借契約)を終了させる合意書面であり、印紙税法別表第一の各号文書(契約書・受領書・約束手形等)のいずれにも該当しないためです。
紙の合意書・電子合意書いずれの形式でも、印紙税は不要です。
関連書類の印紙税
· 原契約(建物賃貸借契約書):第1号文書として課税対象(契約金額により200円〜)
· 敷金預り証:第17号文書として課税対象(受取金額により200円〜)
· 解約に伴う和解契約書(別途締結する場合):内容により判定
· 領収書(違約金等の受領):第17号文書として課税対象(5万円以上で200円〜)
電子契約の場合
電子契約は印紙税法上の「文書」に該当しないため、関連書類すべてで印紙税不要となります。

テンプレート利用上の注意
· 本テンプレートは弁護士監修ですが、個別案件に応じた修正が必要です。重要な契約は弁護士にご相談ください。
· 本テンプレートは建物賃貸借契約解約合意書(汎用版)+7用途別バリアント(違約金減額/違約金全額免除/賃貸人都合解約/賃借人都合解約/賃料滞納合意解約/居住用/事業用)の構成です。
· 第1条で原契約・対象物件を明確に特定してください。原契約の締結日・契約番号等を必ず記載してください。
· 第2条で解約日・引渡し日を明確化してください。立会い検査の日時・場所も併せて確定してください。
· 第3条(違約金の取扱い)は本テンプレートの最重要条項のひとつです。パターンA(契約書通り)・B(減額)・C(全額免除)から案件に応じて選択してください。過度に高額な違約金(賃料の数十か月分等)は民法第90条公序良俗違反として無効リスクがあるため、合理的範囲での協議を推奨します。
· 第4条(敷金の精算)は本テンプレートの最重要条項のひとつです。民法第622条の2に基づき、敷金から原状回復費用・未払賃料等を控除した残額を返還します。返還時期(引渡し完了から7日以内が標準)・遅延損害金(年3%)を明示してください。
· 第5条(原状回復)で民法第621条(原状回復義務)+国土交通省「原状回復をめぐるトラブルとガイドライン」準拠を明示してください。通常損耗・経年劣化は賃貸人負担(民法第621条ただし書・同ガイドライン)である点に注意してください。
· 第6条(鍵の返却)で返却本数・紛失時の鍵交換費用負担を明確化してください。
· 第7条(残置物の取扱い)は本テンプレートの最重要条項のひとつです。パターンA(すべて撤去)・B(一部残置・所有権放棄)・C(残置物の譲渡)から案件に応じて選択してください。
· 第8条(清算金)で未払賃料・日割賃料・共益費・水道光熱費等の清算項目を網羅してください。
· 第9条(清算終了の合意)は本テンプレートの最重要条項のひとつです。債権債務不存在の確認により、後の紛争を予防します。第3項により、本合意書の履行が完了するまで本条の効力が生じないことを明示しています。
· 第10条第4項(合意管轄)は不動産関係の慣行に従い物件所在地としています。
· 別紙1「原状回復費用明細書」で原状回復費用の事前合意を取得することで、引渡し時の紛争を予防できます。通常損耗・経年劣化と賃借人故意過失の区別を国土交通省ガイドラインに準拠して判定してください。
· 別紙2「残置物リスト」は第7条パターンB・Cを採用する場合に使用してください。
· 賃貸人都合の解約(2-4のバリアント・建替・売却・自己使用等)の場合、借地借家法第28条の正当事由が必要となり、立退料(数十万円〜数百万円)の発生が一般的です。立退料の金額・支払条件を本合意書に明示してください。
· 賃料滞納合意解約(2-6のバリアント)の場合、未払賃料の清算・分割支払の合意等も併せて整備してください。
· 居住用版・事業用版の使い分け:居住用は国交省ガイドラインの適用が中心、事業用は当事者の合意による柔軟な設計が可能です。
· 解約合意書は印紙税不要(不課税)です。関連書類(原契約は第1号文書・領収書は第17号文書として課税対象)とは異なる点に注意してください。
· 電子契約サービス活用のメリット:遠隔地賃借人対応・タイムスタンプによる証拠力強化(解約合意日時の客観的記録)・電子帳簿保存法対応・迅速な引渡し対応・複数解約案件の一元管理・印紙税の判定不要・本人受領確認の取得。
· 本テンプレートの利用により発生した一切の責任について、ムスビサインは負いかねます。最終的な内容確認は利用者の責任で行ってください。重要な解約合意については、必ず弁護士・宅建士等の専門家にご確認ください。

なお、ムスビサインなら無料登録で月3件まで無料、有料プランも月々3,000円(税込)で月50件の契約締結が可能です。詳しくは公式サイト(https://musubisign.com)をご覧ください。
本テンプレートは2026年5月時点の法令・実務慣行に基づき作成しています。法令改正により内容が陳腐化する可能性があるため、最新版の確認をおすすめします。重要な解約合意は、弁護士・宅建士等の専門家にご相談ください。
